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４８ページ、（音声コード上下あり）
Ⅲ　様々な障害特性や外国人とうにも配慮した情報バリアフリーの充実
　　　情報は分かりやすく、また必要な情報を適切な時期に容易に入手できることが大切であり、情報バリアを有する人たちの特性に応じた情報提供の取組を展開していきます。また、観光施設や文化財が多い東京において、国内外の旅行者はもちろんのこと、視覚や聴覚に障害を持つ方々も、他の人々と交流し、歴史や文化に触れ、楽しみ、鑑賞できるように、ハード･ソフトの両面から配慮した取組を進めていきます。
　＜現状＞

○　視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、外国人など、情報を得ることが困難な人に対しては、音声や文字による情報化のほか、絵文字・記号・多言語表記、手話・筆記、ＩＴ機器とうによる多様な情報提供手段の整備を推進する必要があります。

情報の提供に当たっては、相手方の障害特性とうを踏まえ、次のような点を充実、配慮する必要があります。

・ 視覚障害者や聴覚障害者に対する音声・点字や文字・手話による情報提供の充実

（例：音声アナウンス、文字表示盤とう）

・ 難聴者（補聴器使用者）とうに対する、観客席・客席における情報提供の充実

（例：磁気ループとうの集団補聴設備の普及）
　　●磁気ループとは

聴覚障害者や聴力の弱い高齢者などで補聴器を使用しているかたが、広い空間や騒音の多い場所において、音声を正確に聞き取るために聴力を補うための集団補聴設備の一種で、東京都福祉のまちづくり条例において、観覧席・客席の整備基準が適用される施設については集団補聴設備の整備が義務付けられています。

磁気ループは、客席の床面とうに、音声データから変換された磁気を発生させるワイヤーをループ状に敷設し、ワイヤーから発生された磁気を、ループの内側にある補聴器で受信して音声信号に変えることで、目的の音声を届けることができる設備です。
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建物施工時に、ワイヤーを床下や天井に埋設・固定する「常設型」と、持ち運び可能な磁気発生アンプと巻き取り式のワイヤーを用いて必要な場所にループを設置できる「移動型」があります。

なお、磁気ループ内で音声を聞き取るためには、補聴器をＴモードにすることが必要です。

　　　＜磁気ループのイメージ図＞
・ 色弱者に対する色使いの配慮（例：色の種類、組み合わせとうえの配慮）
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４９ページ、（音声コード上下あり）
・ 知的障害者とうに対する意思疎通を円滑にする手法の充実

（例：コミュニケーションボードとうの普及）

・ 個人の属性に応じた適切なルート案内などの移動支援手法の充実

　　（例：ユビキタス技術（※１６）とうの活用）

○　都では、これまで、視覚障害者向けには点字や音声、聴覚障害者向けには文字化や手話、外国人向けには多言語表記などのほか、インターネットとうを活用し、様々な情報提供を行ってきました。

　○　また、すべての人が必要な情報を入手できるよう情報のバリアフリーを推進していく上では、東京に観光などで訪れる外国人旅行者とうに対する情報提供を充実させていくことも必要です。

そのため、外国人旅行者や障害者、高齢者を含めたすべての人が安心して東京での滞在を楽しめるように、ピクトグラム（絵文字）や多言語で表記した観光案内標識の設置や、外国人旅行者が日本の食の魅力を十分に堪能できるよう、飲食店が外国語メニューを作成するための支援システムをウェブサイトで公開するなどの取組を行ってきました。

＜課題＞

　　　すべての人が必要な情報を適時・適切に入手できるようにするため、また、今後も旅行者の増加が見込まれることや東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催が決定したことなども踏まえ、障害者や外国人とうに配慮した情報提供を一層促進する必要があります。

＜今後の施策の方向＞

　○　情報を得ることが困難な人に対し、点字をはじめ、音声・文字の拡大、色彩、手話、筆記、インターネット、ＩＴ機器とうによる多様な情報伝達方法により情報提供を進め、社会参加を促進します。
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　○　視覚障害者向けに、広報東京都、東京都が都民向けに作成する刊行物、新聞とうによって毎日流れる新しい情報、くらしに役立つ消費生活情報誌、新しく刊行される多数の図書類など、社会生活を営む上で必要とする情報や知識について、点字のほか、テープやＣＤなどの音声により、幅広く提供していきます。
　　（※１６）ユビキタス技術・・・「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」の考えのもと、さまざまなサービスがコンピューターネットワークとうで提供され、生活を豊かにする社会を実現するための情報通信技術
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５０ページ、（音声コード上下あり）
　○　聴覚障害者向けに、字幕入りの消費者教育ＤＶＤや、映画・テレビ番組とうに字幕を入れたＤＶＤなどを作成し、消費者教育の機会の提供や、生活文化の向上と福祉の増進を図ります。

　○　２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて、聴覚障害者や外国人旅行者とうが安心して東京を訪れ、活動できる環境を整備するため、手話のできる都民や高齢者を中心とした語学ボランティアの育成を進めます。

　○　重度の視覚障害者、盲ろう者のコミュニケーションや移動を支援するため、視覚障害者へのガイドヘルパーの確保、盲ろう者への通訳・介助者派遣とうについて支援を行い、社会参加を促進します。

○　地域の警察活動の拠点となる交番において、聴覚障害者の心情に配慮した対応や、視覚障害者や外国人に配慮した地理案内板の設置を推進します。
　　　　＜交番での手話によるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝのイメージ写真＞
　○　視覚障害者が安心して駅を利用できるよう、都営地下鉄の駅構内に、触知案内図の整備や誘導チャイムの設置を推進します。

　○　外国人旅行者や障害者、高齢者を含めたすべての人が安心して東京での滞在を楽しみ、快適に移動ができるよう、観光案内標識の整備を推進するほか、観光情報提供の中核となる観光情報センターなど観光案内所の機能を強化し、無料の公衆無線ＬＡＮ（ワイ―ファイ）を整備するなど旅行者の様々なニーズに的確に対応していきます。

　＜観光案内標識のイメージ写真＞　　

　○　現行の外国語メニュー作成支援ウェブサイトについて、再構築を図るとともに普及啓発を行うことにより、外国語メニューが利用できる飲食店を増加させ、東京を訪れる旅行者の利便性や飲食店のサービス向上を推進していきます。
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○　地域のバリアフリーマップなどの福祉のまちづくりに関する情報、公共スポーツ施設のバリアフリー化などの障害者スポーツに関する情報、外国人旅行者向けの観光ガイドサービスなどの観光情報について、ホームページを活用して提供するとともに、内容の更なる充実とわかりやすい情報提供に努めていきます。
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５１ページ
　　【施策の体系】
　　　Ⅲ　様々な障害特性や外国人とうにも配慮した情報バリアフリーの充実
　　　　（１）障害者・外国人とうえの情報提供体制の整備
　　　　　５５　視覚障害者向け都政情報の提供（広報東京都の点字版･音声版とう）

５６　消費生活情報の提供（東京くらしねっとCD版）及び字幕入り消費者教育DVDの作成

５７　点字録音刊行物作成配布事業

５８　点字による即時情報ネットワーク事業

５９　視覚障害者用図書製作貸出事業

６０　字幕いり映像ライブラリー事業

６１　視覚障害者ガイドセンター運営事業

６２　聴覚障害者意思疎通支援事業

６３　手話のできる都民育成事業

６４　盲ろう者通訳・介助者派遣事業　　盲ろう者通訳・介助者養成研修事業

６５　「外国語おもてなし語学ボランティア」育成事業

６６　交番における手話技能取得者による活動

６７　交番とうにおける視覚障害者及び外国人への配慮

６８　都営地下鉄駅の触知案内図･音声案内装置とうのせいび
　　　　（２）まちなかでの情報提供の充実
　　　　　６９　東京ひとり歩きサイン計画

７０　隅田川案内サインの設置

７１　観光案内所の運営

７２　多言語メニュー作成支援ウェブサイトの構築
　　　　（３）ホームページによる情報提供の内容充実
　　　　　７３　福祉のまちづくりホームページの内容充実（区市町村バリアフリーマップとう）

７４　ＴＯＫＹＯ障スポ・ナビの運用

７５　ウェブサイトとうによる観光情報の発信
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５２ページ
　　コラム　　民間施設も含めた公共トイレの情報提供　＜ 町田市 ＞

　　町田市では、公共的役割を担うトイレを対象に適正配置を進めていく指針として、平成21年度に「町田市公衆トイレ整備計画」を策定し、整備を進めています。

それと同時に、トイレは公設・民設を問わず公共的な役割を担う要素が強くなっていることから、公共施設や民間施設のトイレを「公共トイレ」と位置付け、民間施設とうでトイレの開放に協力してもらえる「公共トイレ協力店」の場所や設備内容、利用時間をＰＲすることを目的に公共トイレマップを作成しています。

＜成瀬駅前にある公共トイレの外観の写真＞
公共トイレの整備にあたっては、市全域地図に点在する公共トイレを中心に半径500ｍの円を描き、その円から洩れているエリアを公共トイレ空白地域としています。

これを解消するため、町田市全域の公共トイレ空白地域を地区ごとに分け、毎年度選定した地区を中心に商業施設とうに公共トイレ協力店の協力依頼をしています。

　　　　　　　　　あわせて、公共トイレを市内全域に広げるため、広報・ホームページを通じて協力店を募集します。

こうした取り組みの結果、協力店舗は平成25年12月現在で79店舗まで広がりました。

完成したトイレマップは、紙媒体で配布するほか、町田市役所のホームページに電子版の公共トイレマップの情報を載せており、「地図情報まちだ」を利用することで簡単に調べることができます。
＜作成したトイレマップ表紙の写真＞
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５３ページ
コラム　　羽田空港国際線旅客ターミナルビルにおける情報バリアフリーに向けた取組

＜ 東京国際空港ターミナル株式会社 ＞
　　　羽田空港では、すべての利用者に対してより効果的に情報を提供できるよう、ハード・ソフトの両面から情報バリアフリーに向けた取組を行っています。

　　　平成22年10月に供用開始となった羽田空港国際線旅客ターミナルビルでは、有識者・障害者・国・自治体・航空事業者・鉄道事業者とうにより構成される「ユニバーサルデザイン検討委員会」により、計画段階より検討・評価が行われてきました。

　　　検討の結果、案内サインは、日本語・英語・中国語・韓国語の4ヵ国語表記を基本とし、弱視のお客様にも見やすいように、配色を工夫しています。

また、フライトインフォメーションボードには、フライト情報以外にも様々な情報をテロップで流せるようにすることや、エレベーター内へ聴覚ボタンを設置するなどの取組を実施しています。

さらに、目の不自由なお客様向けに「手で見るフロアマップ（触知パンフレット）」や「点字ガイドブック（点字パンフレット）」などを作成し、館内での案内業務に役立てています。

あわせて、コミュニケーション支援ボード・筆談ボードを案内カウンターに設置し、耳の不自由なお客様だけではなく、外国人観光客なども含めたすべての人が不自由なく、必要な情報を入手できるよう、取組を進めています。

加えて、受付カウンターには磁気ループを設置しており、誘導コイル付き補聴器を使用しているかたが周囲の騒音を気にすることなく、情報を得ることができます。

今後も、２年サイクルで定期的に事後評価に基づく必要に応じた改善を実施することで、スパイラルアップを行っていきます。
　　　　＜手で見るフロアマップの写真＞

＜コミュニケーション支援ボードの写真＞
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５４ページ、（音声コード上下あり）
Ⅳ　災害時・緊急時の備えなど安全・安心のまちづくり

　　要配慮者に対しては、防災知識の普及、災害時の情報提供、避難誘導、救護・救済対策とう防災の様々な場面において、福祉のまちづくりの観点も踏まえた、きめ細かな取組を進めていきます。
また、日常生活の中で発生する事故を防止し、地域の中で安心して生活していけるよう、安全教育とうの理解を促進するための取組など、安全対策を推進します。
　＜現状＞

　　　　○　地震などの自然災害に対しては、都・区市町村・防災機関・事業者・地域の防災組織・都民が総力を結集して万全の備えを講じることにより、防災対応力を高め、安全な都市を実現していく必要があります。

都では、地震による災害に関して、震災対策条例や地域防災計画などにより防災対策を推進しています。平成24年3月には、帰宅困難者対策条例を制定し、都民、事業者、行政とうのそれぞれの役割に応じた対策への取組を明文化しました。

　災害が発生した場合には、すべての被災住民が支援を必要としますが、なかでも要配慮者は、必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難するなど、災害時の一連の行動にあたって支援を要することから、十分な配慮が必要です。

　　　要配慮者に対する、災害とうえの備えや発災後の応急対策、生活の再建に関する支援とうの様々な施策については、福祉のまちづくりの観点も踏まえて推進していくことが重要です。

　○　都はこれまで、高齢者や障害者、子供など自力での避難が難しい人が多く利用する社会福祉施設とうについて、耐震診断・耐震改修に要する費用を補助することにより、耐震化の促進を図ってきました。
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　　　また、要配慮者への災害対策の中心を担う区市町村に対して、避難所管理運営や要配慮者対策に係る各指針を作成・改訂して示すとともに、避難支援体制整備への助成や、福祉保健・防災部門の職員を対象とした研修の実施などの取組を行ってきました。

　　　帰宅困難者対策の一環としては、都立学校において、災害時帰宅支援ステーションとして必要な備蓄物資を整備したほか、家具類の転倒・落下・移動防止対策に関する普及啓発などに取り組んできました。
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５５ページ、（音声コード上下あり）
　　＜課題＞

○　近年の大規模災害や風水害においては、死者の過半数が高齢者や障害者とうをはじめとする要配慮者となっており、これらの人々の避難や避難後の生活に対する支援は重要な課題となっています。
＜今後の施策の方向＞

　○　災害時における要配慮者対策に係る各指針とうに基づき、要配慮者の把握、避難行動要支援者名簿・避難支援プランの作成、社会福祉施設とうを活用した二次避難所（福祉避難所）の指定・確保など、日頃の備え、発災後の応急対策、生活の再建といった各段階に応じた対策の構築を働きかけるなど、区市町村における要配慮者対策の強化を引き続き支援していきます。
　○　社会福祉施設とうについては、二次避難所（福祉避難所）に指定された場合、災害時において、一般の避難所では生活が困難な高齢者や障害者とう要配慮者の受入場所としても役割を果たすことから、引き続き耐震化を促進します。

＜社会福祉施設とうの耐震化のイメージ写真＞
　○　帰宅困難者対策における要配慮者の視点を踏まえた対応について広く普及啓発を図り、大規模集客施設、駅、一時滞在施設（※１７）とうにおいて、避難誘導や情報提供、受け入れ体制の整備を促進します。

　○　地域の関係機関と連携して、消防職員とうが要配慮者宅を訪問し、防火防災上の安全性の確認や住宅用防災機器の設置とうの指導助言を行うことや、地域の実情に応じた防火防災訓練を実施するなど、きめ細かな対策を推進します。
○　障害者が災害時とうに自己の障害に対する理解や必要な支援を周囲に求めることができるよう、緊急連絡先や必要な支援内容とうを記載した「ヘルプカード」について、普及啓発を促進します。

＜ヘルプカードのイメージ写真＞
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　○　また、日常生活の中で子供や高齢者などが被害を受けやすい、家電製品、生活用品、エスカレーターなどによる事故の未然・拡大防止を図るため、事故原因の調査や分析を行い、効果的な情報発信を促進します。

　　　　　　（※１７）一時滞在施設・・・帰宅が可能となるまで待機する場所がない帰宅困難者を一時的に受け入れる施設
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５６ページ、（音声コード上下あり）
　　【施策の体系】
　　　　Ⅳ　災害時・緊急時の備えなど安全・安心のまちづくり
　　　　　　（１）災害への備え及び対応
７６　社会福祉施設とう耐震化促進事業

７７　災害時における要配慮者の支援体制整備の促進

７８　帰宅困難者対策における要配慮者への支援

７９　要配慮者の安全対策

８０　ヘルプカード作成促進事業

８１　外国人に対する防災情報体制の強化

　　　　　　（２）日常生活における事故防止

８２　都民生活において生ずる事故防止対策の推進

８３　ヒヤリ･ハット調査・商品テストとうによる事故防止対策の推進
８４　商品とうを起因とする事故防止対策の強化

　コラム　　災害時要援護者の避難体制の整備　＜ 杉並区 ＞
（※本コラムは、平成26年1月時点の用語を使用して記載しています。）

　　杉並区では災害時要援護者の避難体制整備の一環として、災害時に自力での避難が困難なかたに関する要介護度や障害の種類・程度とうの情報を集約し、災害時要援護者原簿を作成しています。

　　　同時に、原簿搭載者や災害時に避難の支援を希望するかたに「地域のたすけあいネットワーク」への登録を勧奨し、申し込みをしたかたの登録者台帳を整備するとともに一人ひとりの「個別避難支援プラン」を作成します。

　　　登録者台帳は、平常時から警察・消防・民生児童委員とうの関係者に提供され、震災救援所（避難所）への名簿設置や安否確認のための地図作成など、事前の避難準備に活用されます。また、災害時には、区長の判断により、原簿も関係者に提供され、安否確認とうに活用されます。

現在、区内66か所の震災救援所（避難所）すべての地区において登録勧奨を行い、8,000人以上のかたが「地域のたすけあいネットワーク」に登録しています。[image: image15.png]


各震災救援所で、災害時要援護者に関する個別避難支援プランの情報も含めた情報が共有され、災害時を想定した安否確認とうの支援についてのシミュレーションを行ったり、災害時要援護者の受け入れ態勢を整えるための「避難支援計画」を策定するなど、平常時からの備えに活用されています。
今後も、個別避難支援プランの作成、安否確認、避難行動支援、避難生活支援の各段階において、区、区民及び事業者とうとの一層の連携を図っていきます。
　＜登録を呼びかけるリーフレットの表紙の写真＞
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５７ページ
Ⅴ　心のバリアフリーに向けた普及啓発の強化と社会参加への支援

　　心のバリアフリーを推進していくため、ハード面での整備に加え、利用者である高齢者や障害者を含めた人々の多様性の理解を図り、互いに思いやる心を育むソフト面での取組として、普及啓発を一層進めていきます。また、すべての人が安心して暮らし、生活する地域において社会参加できるための環境整備を支援していきます。
　＜現状＞

　○　行政とともに、福祉のまちづくりの推進主体としての役割を担っている都民や事業者が、福祉のまちづくりについて理解を深め、自主的に取り組むことを促進していくことが必要です。

都はこれまで、高齢者や障害者など、支援や配慮を必要としている人々に関することや、障害者とうのために設置された駐車区画を適正に利用することなどについて、パンフレットやガイドラインを作成するなどの普及・啓発活動を行ってきました。

また、高齢者や障害者が社会参加しやすい環境を整備していくため、地域社会における様々な活動とうに対して支援を行ってきました。

＜課題＞

　○　前述（P16）の平成23年度「東京都福祉保健基礎調査」において、「東京の福祉のまちづくりの印象」について、「施設や設備のバリアフリー化は進んだ」との印象を持つ人の割合は約6割に達している一方、「それらが適正に利用され、加えて、思いやりの心が醸成されている」とした人の割合は約5％にとどまっています。

今後とも、ルールやマナー、思いやりの心の醸成など、心のバリアフリーに向けた普及啓発を充実するとともに、高齢者や障害者の社会参加に向けた支援について、引き続き取組が必要です。
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５８ページ
　＜今後の施策の方向＞
【普及啓発の充実】

○　車いす使用者などが利用する障害者とう用駐車区画について、健常者が駐車してしまうことにより、必要なかたが十分に利用できない実態があることから、適正利用に向けたガイドラインなどを活用し、都民や施設管理者に対して普及啓発を行っていきます。

　　　　　＜ドライバー向け普及啓発用ポスター写真＞

　　　　　＜施設管理者による床面塗装の整備事例＞

　　　　　　目立つ色による床面を塗装した障害者とう用駐車区画の写真
　○　高齢者や障害者を含めたすべての人が、まちを移動する中で店舗とうを快適に利用するためには、出入口の段差解消などのハード整備だけではなく、サービスを提供する従業員が、利用者のしんたい的・心理的とう様々な特性を理解し、多様なニーズを把握しながら接遇をすることも重要なため、ポイントを整理した冊子などを活用し、事業者とうに対し効果的に普及啓発を行っていきます。

　　　　＜接遇に関する普及啓発用冊子＞

　　　　　「みんながまた来たくなるお店づくり」表紙の写真
○　子育てにやさしい環境づくりを目指し、鉄道での安全なベビーカー利用とうについて、関係機関と連携し、気運の醸成を図っていきます。

○　区市町村が地域の特性を踏まえ、自主的に取り組む福祉のまちづくりに関する普及啓発（バリアフリーマップの作成など）を支援するほか、福祉のまちづくりに功績のあった者を顕彰するための表彰を行っていきます。

　○　障害者に対する都民の理解を深めるため、障害者施策に触れる機会が少ない層に対し、ＷＥＢサイトなどさまざまな広報媒体や手法を活用して理解促進を図っていきます。
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５９ページ、（音声コード上下あり）
【ユニバーサルデザイン教育の推進】

　○　将来の地域社会における福祉のまちづくりの担い手である児童や生徒が、様々な人々の多様性を理解し、思いやりの心を育んでいけるよう、総合的な学習の時間などを活用し、体験活動とうを通じて障害者とうの価値観や体験を共有する福祉教育の推進について、区市町村の取組を支援します。

また、ユニバーサルデザインの考え方の理解を深めることや、まちなかでの行動を促すことなどを目的として、地域住民向けに必要な知識や技術とうの学習機会を提供するためのセミナーやワークショップなど、心のバリアフリーにかかる普及啓発イベントの開催とうについて、区市町村の取組を支援します。

○　消防職員とうが教育関係機関と連携し、児童・生徒とうえ、災害や生活事故に対する危険予知・回避能力を高めるための発達段階に応じた総合防災教育を推進します。

【社会参加支援】

　○　障害者や高齢者を含めたすべての人が、生活する地域において社会参加をすることができる環境を整備するため、盲ろう者に対する総合的な支援拠点の運営、障害者自らによる社会参加促進施策の推進、身体障害者補助けんの給付、高齢者による社会奉仕活動や生きがいを高める活動、高齢者による登下校時間帯の子供見守り活動・防犯パトロール活動などを支援していきます。

　○　義足や人工関節を使用しているかた、内部障害や難病のかた、妊娠初期のかたなど、援助や配慮を必要としていることが外見から分からない方々が、援助を得やすくなるよう、配慮を必要としていることを知らせる「ヘルプマーク」の普及啓発を促進します。

　　　　　＜ヘルプマークの使用例＞
　　　　　　バッグにヘルプマークを付けている写真

【推進体制の整備】

[image: image19.png]


　　○　都民、事業者、区市町村及び都が、有機的な連携を図り、福祉のまちづくりを進めていくため、「東京都福祉のまちづくり推進協議会」や各種連絡協議会の仕組みを活用し、情報交換や意見調整とうを促進します。
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６０ページ
　　【施策の体系】
　　　　Ⅴ　心のバリアフリーに向けた普及啓発の強化と社会参加への支援
　　　　　（１）普及啓発の充実
　　　　　　 ８５　福祉のまちづくりに関する普及推進

８６　福祉のまちづくり功労者に対する知事感謝状の贈呈
８７　障害者とう用駐車区画の適正利用の推進
８８　子育てにやさしい環境づくりの推進（鉄道での安全なベビーカー利用に関するキャンペーン）
８９　区市町村における福祉のまちづくりに関する普及啓発

９０　建築物のバリアフリー化のための情報提供

９１　障害者理解促進事業
　　　　　（２）ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ教育の推進
　　　　　　 ９２　サービス介助士の資格取得の拡大

９３　福祉教育の充実
９４　区市町村におけるﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ学習普及事業

９５　児童とうに対する総合防災教育

　　　　　（３）社会参加支援
　　　　　　 ９６　盲ろう者支援センター事業

９７　障害者社会参加推進センター事業
９８　身体障害者補助けん給付事業
９９　ヘルプマークの推進
１００　老人クラブ育成
１０１　高齢者の保護及び社会参加の推進
　　　　　（４）推進体制の整備
　　　　　　１０２　東京都福祉のまちづくりの推進体制の整備
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６１ページ
　　　　　　　コラム　交通事業者向けバリアフリー教育訓練（ＢＥＳＴ）＜ 公益財団法人 交通エコロジー・モビリティ財団 ＞
　　　公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団では、鉄道・バス事業で直接お客様に接しているかたなどを対象に、バリアフリー教育訓練プログラムを策定し、研修を実施しています。

研修は毎年、首都圏の鉄道事業者を対象としたものを1回、バス事業者を対象としたものを2回開催しており、25年度は合わせて70名のかたが受講しました。

　　　プログラムでは、利用者と交通事業者の相互理解を深めるための、「障害当事者による講義」や、駅やバス車両とう、「実際の場面を想定した実習」など、業務での活用を意識した内容になっています。
　　　また、参加者同士でディスカッションを行うことで理解を深めるとともに、実務における新たな「気付き」を生みだすきっかけとなっており、新入社員のみならず、ベテラン社員まで、あらゆる立場のかたに役立つような工夫がなされています。

　　研修の受講者からは、「障害当事者の生の声を聞くだけでなく、こちらからの質問に答えてもらえることで、理解が深まった」、「研修を受ける前までは自分の固定概念や思い込みがあったが、いろいろな障害をお持ちのかたの話を聞いて、それが変化した」などの声が寄せられています。
高齢化などに伴い、今後ますます公共交通に携わる職員のサービスレベル向上が求められていますが、交通事業者のニーズに応えるべく、引き続き研修を実施しています。

＜障害当事者による講義風景の写真＞

＜実際のバス車両を使用した実習風景の写真＞
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６２ページ
コラム　　ユニバーサルドライバー研修＜ ユニバーサルドライバー研修推進実行委員会 ＞
　　　一般財団法人全国福祉輸送サービス協会では一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会とともに、タクシー乗務員の接遇向上を目指し、「ユニバーサルドライバー研修」を実施しています。

　　　研修は、「講義」「実践」を中心にして、「映像」「討論」を交えて行い、お客様とのコミュニケーション、お客様の理解と接遇などの多彩な内容になっており、業務を行う上で必要な基本事項について学んでいます。

　　　特に、講義においては高齢者や障害者などの状況や特質を理解したうえで、お客様ごとの接遇・介助の基本を研修することから、実践にも役立つ内容となっています。

　　　また、研修修了者には「ユニバーサルドライバー研修終了証」を発行して、受講者の自信向上につなげています。

研修受講者のうち、８３％のかたが「今後お客様に接していくうえで非常に参考になった」と回答をしています。
ユニバーサルドライバー研修は、平成25年12月の時点で、東京では134回開催され、3,897名が修了しています。

また、平成26年度からは、東京タクシーセンターにおいて実施する新任乗務員研修の中で本研修を実施することとなります。

2020年の東京オリンピック、パラリンピックの開催を控え、ユニバーサルデザインタクシーの導入などのハード面の充実に加え、ユニバーサルドライバー研修などのソフト面の充実も図っていきます。
＜車いす実習の様子の写真＞

＜研修修了者に交付される修了証の写真＞
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